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処 遇 関 係 特 記 事 項 

 

 
★ 早朝、夕方、土曜日の対応を記入してください。 

 
・小規模保育事業所Ａ型の場合は保育士数には保健師、看護師、准看護師、幼稚園教諭、
小学校教諭、養護教諭を含みます。小規模保育事業Ｂ型の場合は子育て支援員研修のう
ち地域型保育コースを修了した者を含みます。 
 

 

 
・対応保育士は、年齢及び人数に応じた

必要数を配置すること。 

・原則：常時、保育士は2人以上配置す

ること。 

・保育所等における准看護師の配置に係

る特例について（平成27年3月31日雇

児発0331第17号） 

・家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準附則第6条及び同基準第31条 
《早朝》延長保育時間(P7)について、30分刻みで基本保育時間まで記載してください。 
 
     監査資料作成日の1日の状況を記載すること。（令和  年  月  日現在） 

（単位：人）    

保 育 時 間 0歳児 1～2歳児 3歳児 4歳児以上 計 保育士数 市長が認める者 

例 7:00～7:30   ２ ２ ４ ２  

        

        

        

※書ききれない場合は、別紙に記載してください。 
 
 
 
《夕方》延長保育時間(P7)について、30分刻みで基本保育時間終了から閉園まで記載してください。 
 
     監査資料作成日の1日の状況を記載すること。（令和  年  月  日現在） 

（単位：人）    
保 育 時 間 0歳児 1～2歳児 3歳児 4歳児以上 計 保育士数 市長が認める者 

例 19:00～19:30   ２ ２ ４ ２  

        

        

        
 

 
 
 
《土曜日》（延長保育を含む。） 
  保育の提供方法は。      通常保育     土曜共同保育 

 

 ●通常保育の場合、以下について記入してください。 
 

 

 

 

 

 

 
 

  ・土曜日の給食の提供方法は。 自園調理  外部委託 外部搬入 
 

土 

曜 

日 

開 所 時 間 ：    ～    ： 

在所児童数  

保 育 士 数  

調 理 員 数  

 
 
 
・土曜日の対応 

8時間の開所が原則。 

画一的に保育時間を短縮しないこと。 
給食の提供も行うこと。 
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処 遇 関 係 特 記 事 項 

３ 福祉サービスの質の向上のための措置 

 
 ◆ 苦情を受け付ける窓口を設置しているか。 

また、マニュアル等を整備し、職員に周知しているか。 
いる   いない   

 ● マニュアル等に公表の規定があるか。       ある   ない  
 ● 苦情解決責任者及び苦情受付担当者を決めているか。 

いる   いない   
   苦情解決責任者  職      氏名 
   苦情受付担当者  職      氏名 
 
● 利用者及び関係者に、苦情解決制度をどのように周知しているか。 

   その方法にチェックしてください。 
   ご意見箱の設置 受付窓口の設置 ポスター パンフレット 
   ホームページ  入園のしおり 
   その他（                          ） 
 
 ◆ 苦情（要望を含む。）の受付・解決の過程を書面に記録しているか。 

いる   いない    
  ◇ 苦情受付・解決件数は。 
    ・前年度  受付件数     件    解決件数     件 
     

・今年度  受付件数     件    解決件数     件 
 
 ◆社会福祉法人・学校法人以外の事業所においては、運営委員会を設置しているか。 

     

いる

  

いない

  

経営者に保育サービス利用者及び実務
を担当する幹部職員がいる。

 
  ・いる委員はどのような者を選任したか。 
 
 
 
 
 
◆ 提供する特定教育・保育の内容を自ら評価しているか。   

                           いる   いない  
   

◇ 直近で、自己評価を行った時期は。       年     月 
 
  ◇ 評価結果を集計・分析し、提供する保育内容の質の改善を行っているか。 

  いる   いない  
・いる場合は、その内容及び取組方法を記入してください。 

    内  容： 
 
    取組方法： 
 
◆ 第三者評価を受審したか。 
 

   実施済（  年  月  日） 予定（  年  月  日） 予定なし 
  ・審査した機関の名称は 
    (                         ) 
  ・実施済の場合、その公表時期及び方法 

（  年  月  日に                    により公表） 
 
   ・実施済の場合、特に改善を求められる点について、具体的に対応したことは。 
 

 
家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第21条 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第30条第1項準

用 
 
・辞令又は業務分担表で職責を明確にす

ることが望ましい。 
 
・匿名の苦情に対応するため、「ご意見

受付箱」等を設置する。 
・受付窓口を設け、利用者に周知する。 
 
 
 
特定教育・保育施設及び特定地域型保育 

事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第30条第1項及

び第2項準用 
 
 
 
家庭的保育事業等の認可等について（平

成26年12月12日雇児発1212第6号） 
 
 
 

 

 

 

 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設 

等の運営に関する基準第45条第1項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設 

等の運営に関する基準第45条第2項 
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処 遇 関 係 特 記 事 項 

★ 事故防止対策を中心とした危機管理マニュアルを整備し、職員に周知しているか。 
いる   いない  

 

○ 整備している危機管理マニュアルにチェックしてください。 
  事故防止 災害発生時 食中毒防止 不審者対応 投薬 
  その他（                      ） 
 
 
 
 
 ● 医療機関による治療を要した事故発生件数は。 
   ・前年度      件     ・今年度      件 
 
 ◆ 支給認定子どもに体調の急変等があった場合、速やかに保護者又は医療機関に連絡

しているか。                   いる   いない  
 
  ◇ 上記事故のうち、重大事故等が発生した場合、市へ報告書を提出しているか。 

 いる  いない  該当なし 
 
 
 
 
  ◇ 事故発生時、速やかに市や子供の家族等に連絡を行っているか。 

                   いる   いない  
 
 
  ☆ 事故の再発防止策の検討及び職員に周知の方法は。 
    検討状況： 
    周知方法： 
 

 ● 職員や理事会に、事故発生状況及び再発防止策を周知・報告しているか。    

いる   いない  
. 
 
 

 ◆ 事故の状況及び事故に際して採った処置を記録し、職員に周知しているか。 

（ヒヤリハット含む）               いる   いない  
 
 
 

 ◆ 事故の発生防止に関する研修を行っているか。   

                           いる   いない  
 
  ○ いる場合、その内容は。 
 
 
 
 
 
● 医薬品を適切に管理しているか。  

             いる   いない  
  ○ 管理者の職・氏名 
 
 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設 

等の運営に関する基準第32条第1項第

1号準用 

「福祉サービスにおける危機管理（リス
クマネジメント）に関する取り組み指
針」（厚生労働省ホームページ） 
http://www.mhlw.go.jp/houdou/2002/0
4/h0422-2.html 
 
特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設 

等の運営に関する基準第18条準用 

「教育・保育施設等における事故の報告

等について」（令和8年3月30日こ成安

第45号、7教参学第52号） 

・重大事故等の範囲 

①死亡事故②意識不明事故（どんな刺激

にも反応しない状態に陥ったもの）③治

療に要する期間が30日以上の負傷や疾

病を伴う重篤な事故 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設 

等の運営に関する基準第32条第2項準

用 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設 

等の運営に関する基準第32条第1項第

2号準用 

保育所及び認可外保育施設における事

故防止の徹底等について（平成 25 年 1

月18日事務連絡） 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設 

等の運営に関する基準第32条第3項準

用 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設 

等の運営に関する基準第32条第1項第

3号準用 

 

 

 

 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第14条第3項 

 

・管理者については、早番担当保育士等

の勤務ローテーションで決めている場

合は、その勤務種別などを記入する。 
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処 遇 関 係 特 記 事 項 

 ● 投薬を行っているか。        

         いる   いない  
  ＜いる場合、下記に記入してください。＞ 

  ○ 入園説明会等で保護者に事業所内での取扱いについて説明しているか。 
いる   いない  

  ○ 預かった薬の保管者・保管方法は。 
    保管者の職・氏名： 
    保 管 方 法 ： 
 

○ 保護者からの依頼を文書で受けているか。  

                             いる   いない  
 
  ○ 文書で依頼を受けている場合、主治医の連絡先、投薬時間及び方法等投薬に 

当たって必要な情報が記載されているか。      
いる   いない  

○ 薬の受け取りは、当日分のみとしているか。   

                          いる   いない  
○ 市販薬についても、取り扱っているか。     

                          いる   いない  
 
 
 ● 誤投薬などの事故は発生しているか。 

いる （前年度   件）  いない  

 

◆ 虐待防止のための措置を講じているか。     

     いる   いない  
◇ 上記いると答えた場合、具体的な措置について記入してください。 

 

 ・虐待防止のための責任者を設置しているか。     

 いる   いない  
   その者の氏名（                ） 

 

 ・虐待防止のための研修を職員に受講させているか。 

 いる   いない  
  

・職員は子どもに対し身体的苦痛を加える行動や、心理的外傷を与える言動をしてい

ないか。                    

 いない   いる  
  

 

・虐待を受けていると思われる児童がいる場合、こども支援課又は児童相談所に通

告しているか。          

                   いる  いない   該当なし 

 

◆ 子どもの国籍、心情、社会的身分又は特定地域型保育に要する費用を負担するか否

かによって差別的取り扱いをしていないか。   

  いない   いる  
 

 
 

 

 

 

 

 

・保管場所は、入所児童、外部の人間の

目に触れない場所等注意すること。 

 

 

保育所保育指針第 3 章 1（3）疾病等へ

の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・誤投薬が発生した場合は、事故発生時

等に準じて書面で記録を残すこと。 

 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第12条 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設 

等の運営に関する基準第3条第4項 

 

・虐待防止のための措置はあらかじめ運

営規程で定めなければならない事項で

ある。 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設 

等の運営に関する基準第25条 

 
児童虐待の防止等に関する法律第6条
第1項（平成12年5月24日法律第82
号） 
 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第11条 
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入 所 者 処 遇 関 係 特 記 事 項 

４ 給食業務 

  
 ★ 食事の提供はどのような方法で行っているか。           
    自園調理で提供   搬入施設からの提供  
   
＜以下搬入施設の場合＞ 
 ○事業所内に加熱、保存等調理機能を有する設備を備えているか。 

         いる   いない  
 

  ○搬入施設はどの施設に該当するか。 
    連携施設   事業者と同一法人又は関連法人が運営する小規模保育事業 
            若しくは事業所内保育事業を行う事業所、社会福祉施設等 
             
  ○ 搬入施設との契約書はあるか。        

     ある   ない  
 
  ○ 搬入施設名は。 
 
  
 ● 調理員の数は。  常勤 [  ]人  非常勤 [  ]人    計[   ]人 
 
● 栄養士又は管理栄養士を活用して、献立やアレルギー等への助言、食育等に関す
る継続的な支援を受けるため、給付費において、「栄養管理加算」の適用を受けてい
るか。 

 
 いる   いない  

 ● 調理は清潔に行っているか、該当するものにチェックしてください。 
       調理衣の着用    頭巾の着用    防鼠・防虫の実施 
       専用手洗いの設置  専用便所の設置  排水設備の設置 
       採光、換気、通風設備の設置 
  
 ★ 健康管理、衛生管理表を整備･使用しているか。   

 いる   いない  
 
 
 ★ 給食関係者（離乳食を調理する保育士を含む。）の保菌検査を毎月実施しているか。 
 
  ○ 調理員       月   回   年   回   未実施 
  ○ 乳児担当保育士   月   回   年   回   未実施 
  ○ いる場合、記録は。                

  ある   ない  
 
 
 
 ● ノロウィルス食中毒対策を取っているか。      

  いる   いない  
 
 ● 食品の保管設備は適当か、該当するものにチェックしてください。 
 
  ○ 設備は。  食品庫   食品戸棚   冷蔵庫   冷凍庫 
  ○ 冷蔵庫の温度：     ℃    冷凍庫の温度：     ℃ 
 
 ● 食器の消毒・保管方法の該当するものにチェックしてください。 
 
  ○ 消毒は。  熱湯  蒸気  薬用  その他（      ） 
  ○ 保管は。  保管庫（電気又はガス消毒庫兼用）  食器庫 
 
 ● 調理器具の消毒・保管方法の該当するものにチェックしてください。 
 
  ○ 消毒は。  熱湯  蒸気  薬用  その他（      ） 
  ○ 保管は。  保管庫（電気又はガス消毒庫兼用）  食器庫 

 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第15条 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第16条第1項 

 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第16条第2項 

 

「保育所における調理業務の委託につ

いて」（平成10年2月18日児発第86号） 

 

委託条件、業務分担が適正であること。 

 

 

 

 

特定教育・保育等に要する費用の額の算

定に関する基準等の実施上の留意事項

について別紙6Ⅵ5 

 

 

 

大量調理施設衛生管理マニュアル（｢大

規模食中毒対策等について｣（平成9年

3月24日衛食第85号（最終改正：平成

29年6月16日生食発0616第1号）別

添）） 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第17条第4項 

・調理に携わる全職員（栄養士等、調理

員、乳児担当(臨時・パートを含む)）に

ついて実施。 

・延長保育時の軽食調理・提供に関わる

職員も実施。 

・保菌者は調理に従事させない。 

 

・ノロウィルス食中毒対策 

 作業前後の手洗い、ノロウィルス流行

期（10月～3月）には必要に応じて検便

検査にノロウィルスを含める等。 

 

 

＜温度の目安＞ 

・冷蔵庫  10℃以下 

 生鮮魚介類を保存する場合は5℃以下 

 が望ましい。 

・冷凍庫  －15℃以下 
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入 所 者 処 遇 関 係 特 記 事 項 

 
● 加熱調理中の中心温度を記録しているか。       

いる   いない  
 

 

 

● 貯水槽を設置している場合や井戸水等を殺菌・ろ過して調理に使用する場合は、 

始業前及び調理作業終了後に残留塩素濃度を検査し、記録しているか。  

 いる   いない  
 
★ 給食に関する会議（打合せ会）等を開催しているか。  

 いる   いない  
  
● 嗜好調査を行っているか。                 

（ 年     回 ） 
● 嗜好調査や残菜記録等の結果を献立作成に活用しているか。 

いる   いない  
○ いる場合、具体的な活用方法は。 

 
 
 
 
● 検食の時間及び検食者の職種は。 

＜食品の中心温度＞ 

・揚げ物・焼き物等は、適当な時間に温

度計で3点以上（煮物は1点以上）計測

し、記録する。 

 

＜残留塩素濃度の目安＞ 

・0.1mg／ℓ 以上 
 
 
 
保育所保育指針第3章2（1） 
 
 
家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第15条第3項 
 
 
 
 
 
 
 
・食事時間前に、調理従事者以外の者が 
実施すること。 
 
・できるだけ施設長を含む多くの職員が 
交替で行うようにすること。 
 
・衛生面、嗜好･味覚等の視点から検食

していること。 
 
社会福祉施設における保存食の保存期

間等について（平成8年7月25日社援

施第117号） 

 

 
家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第15条第4項 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第15条第2項 
・市が作成した献立を（変更して）利用

している場合も、給与目標量、給与量等

を把握していること。 
 

 

 

保育所におけるアレルギー対応ガイド

ライン(2019 年改訂版)（「保育所におけ

るアレルギー対応ガイドライン｣の改

訂」について（平成31年4月25日子保

発0425第2号）） 

 検食時間 食事開始時間 検 食 者 （ 職 種 ）  

 
   

 

   
○ 検食者は特定の職員に偏っていないか。     

 いる   いない  
  
★ 保存食はあるか。                

 ある   ない  
  ○ 原材料及び調理済み食品、各 50ｇずつを－20℃以下で２週間以上保存している

か。 
いる   いない  

 ● 献立の作成は、どのように行っているか。 
      市が作成したものを利用している。 
      市が作成したものを一部変更して利用している。 
      法人（施設）の職員が作成している。（下記の事項も併せて記入してください。） 
  
  ○ 献立の作成者は。 

氏名 職 資格 

   
 

● 献立内容は変化に富んでいるか。         

                           いる   いない  
● 献立表を、家庭に配布しているか。        

 いる   いない  
 
 ● アレルギー児・乳児へ提供した給食及び離乳食の実施献立の記録があるか。 

ある   ない  
   
○ アレルギー疾患と診断された園児が、保育所の生活において特別な配慮や管理が必要

となった場合に限って作成する生活管理指導表はあるか。 
ある   ない  該当なし  
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入 所 者 処 遇 関 係 特 記 事 項 

● 栄養指導や食育の実施に努めているか。   

    いる   いない  
  ○ いる場合、その内容は。 
 
 
 

 
● 施設の食育計画があるか。            

 ある   ない  
  ○ 児童が調理体験をする機会があるか。     

  ある   ない  
  
 ● 延長保育を実施し、おやつや夕食を給与している場合の内容は。 
 
 
 
 
 
 ● 食品衛生責任者等給食責任者の職氏名は。 
 
 氏     名 職 資   格  

   

 
 
 
 
 
 ● 給食材料の購入に携わる担当者の職氏名は。 
 
    ・発注者    職         氏 名 
    ・検収者    職         氏 名 
 
  ○ 検収及び受領を納品書に押印又はサインしているか。 

いる   いない    
 
  ○ 検収の記録（品質、温度、消費期限等）はあるか。 

ある   ない    
 
 ● 給食材料の仕入れ方法及び仕入れ価格をどのように決めているか、具体的に記入

してください。 
 
 
 
 
 
 ● 発注量の予定喫食者数の目安は。 

在園児の [      ％] 
 
★ 児童の性別・年齢・身体状況等を把握して、施設の給与栄養目標量を設定している

か。 
いる   いない   

 
 ● 給与した栄養量を確認しているか。 

いる   いない   
 
  ○ 施設に合った荷重平均栄養成分表があるか。 

     ある   ない     

家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第15条第5項 

食育基本法第11条（平成17年6月17

日法律第63号） 

 

 

 

保育所保育指針第3章2 

楽しく食べる子どもに～食からはじま

る健やかガイド～（平成16年2月厚生

労働省雇用均等・児童家庭局） 

 

 

 

 

 

 

 

・衛生管理体制の確立 

 食品衛生責任者の資格 

 ・栄養士 

 ・管理栄養士 

 ・調理師 

・養成講習受講者 

 

・辞令又は業務分担表で職責を明確に

しておくことが望ましい。 

 

 

・内部牽制体制の確立 

 発注者と検収者は別の者とする。 

 発注書を確認しながら検収する。 

 

 

大量調理施設衛生管理マニュアル｢大

規模食中毒対策等について｣ 

 
 
｢Ⅱ 重要管理事項 1.原材料の受入

れ・下処理段階における管理｣ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第15条第2項 

 

児童福祉施設における「食事摂取基準」

を活用した食事計画について（令和 2

年3月31日子母発0331第1号） 

 
日本人の食事摂取基準（2025年版） 
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入 所 者 処 遇 関 係 特 記 事 項 

○ 食品構成基準が給与栄養目標量と合っているか。 
いる   いない    

 
○ 給与した食品群別重量を確認しているか。 

いる   いない   
 

 

＜1～2歳児用＞ （  年  月  日～  月  日 1か月分） 

 

  市の献立を使用している場合も記載すること。 

 

 ★ 給与栄養量          ※1 脂肪の給与目標量は、エネルギー比（％）で表示してもよい。 

                   2 食塩g＝ナトリウムmg×2.54／1,000 

                                      3 主食分を含めた値で記入 

 ｴﾈﾙｷﾞｰ 

kcal 

たん白質 

g 

脂 肪 

g 

ｶﾙｼｳﾑ 

mg 

鉄 

mg 

ﾋﾞﾀﾐﾝ A 

μgRE 

ﾋﾞﾀﾐﾝ B1 

mg 

ﾋﾞﾀﾐﾝ B2 

mg 

ﾋﾞﾀﾐﾝ C 

mg 

食物繊維 

g 

食 塩 

g 

給与栄養 

目標量 
           

1人1日 

平均給与量 
           

 
   食物繊維の目標摂取量 [ 1000kcal当たり7～8ｇ程度 ] 

 

 

 ● 食品構成表                                              (単位：g) 

 1 穀  類 2 

 

い 

も 

類 

3 

 

砂

糖

類 

4 

 

豆 

 

類 

5野菜類 6 

 

果

実

類 

7 

 

き

の

こ

類 

8 

 

藻 

 

 

類 

9動物性たん白質源 10 

 

油 

脂 

類 

11 

 

菓 

子 

類 

12 

 

調 

味 

料 

類 

13 
調 
理 
加 
工 
食 
品 
類 

米 

パ 

ン 

類 

め 

ん 

類 

そ・ 
の種 
他  
の実 
穀  
類類 

緑
黄
色
野
菜
類 

そ
の
他
の
野
菜
類 

 

魚

介

類 

 

肉 

 

類 

 

卵 

 

類 

 

乳 

 

類 

基準食品構成                     

1人1日平均給与量                     

 

 

 ★ 給与量の栄養比率（上記「給与栄養量」から算出） 

区 分 エ ネ ル ギ ー 比 率 目 標 量 

た ん ぱ く 質 ％  13％以上20％未満 

脂       肪 ％  20％以上30％未満 

炭  水  化  物 ％  50％以上65％未満 

 

 ※ 1 たんぱく質エネルギー比率 ＝ たんぱく質給与量(g) × 4kcal ／ 総エネルギー（kcal） × 100 

   2 脂肪エネルギー比率    ＝ 脂肪給与量(g) × 9kcal ／ 総エネルギー（kcal） × 100 

   3 炭水化物エネルギー比率  ＝ 100 －（ たんぱく質エネルギー比率 ＋ 脂肪エネルギー比率 ） 

 

● 献立の栄養価計算については「日本食品標準成分表2023年版」により算出しているか。 

いる   いない            

 


